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研究成果の概要（和文）：知的財産高等裁判所の功罪を研究するため、裁判例・学説を中心に、理論的側面と実務的側
面から研究を行い、16本の論文・評釈を発表した。中でも、中心的成果は、①プロダクト・バイ・プロセス・クレイム
に関する研究、②職務発明に関する研究、③特許性に関する実務的な課題の研究であった。また特徴的な研究として、
④特許発明の技術的範囲と要旨認定の関係に関する現代的変容を研究した。

研究成果の概要（英文）：I published 16 papers on the study about merits and demerits of Intelectual 
Property High Court in Japan from theoretical and practical points of view. Main results is 
four.1st,product by process claim.2nd,employee's invention.3rd,patentability from practical points of 
view,4th,modern change of claim construction.

研究分野：知的財産法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2005 年（平成 17 年）4 月 1 日に知的財産
高等裁判所（以下、知財高裁）がわが国に設
置された。知財高裁は、審決取消訴訟および
知的財産訴訟を専属的に管轄する。これは知
的財産訴訟の高度な専門性と産業的な重要
性に鑑みて設置された「集中型裁判所」であ
り、わが国裁判制度における画期的な組織で
ある。しかし、これにはﾓﾃﾞﾙ的な組織が存在
する。米国の連邦巡回控訴審裁判所（以下、
CAFC）である。 
 CAFCも知的財産訴訟を集中的・専門的に
扱う裁判所である。CAFCに特徴的な制度と
して著名なものが、11名の裁判官全員で構成
される大法廷判決（以下、en banc判決）であ
る。en banc判決は、判例法の国である米国に
おいて、控訴審レベルにおける判例の統一を
狙ったものであり、下級審はもちろん、基本
的には CAFCの通常の判決も en banc判決の
拘束を受ける。 
 他方、わが国知財高裁でも、通常の合議体
から各 1名以上の裁判官が参加し計 5人で審
理を行う大合議判決（正式には特別部判決）
が存在するが、en banc判決とは異なり、下級
審や知財高裁通常部に対する法的・制度的な
拘束力に関する明示的な規定が存在しない。
そのため、大合議判決自体はこれまで 5件出
されているが、それに事実上の先例拘束性が
あるのか、それとも単なる 1ヶ部の判決に過
ぎないのかについては知財高裁の中でも
様々な立場があり、また実務家においても大
合議判決にどの程度の権威があると考える
べきか、方向性が定まっていない。 
 
 
２．研究の目的 
（１） 本研究の目的は、複雑な知的財産訴
訟に対応すべく設けられた知財高裁が、設立
7 年を迎えるにあたって、果たしてそれに対
応できていたか、そして将来にわたって対応
可能な組織か、という点について、大合議判
決というｷｰﾜｰﾄﾞから批判的に検討する。そし
て本研究は、申請者の特異なｷｬﾘｱ（工学部応
用化学科出身、企業内弁理士 4年、事務所弁
理士 3年）を生かし、科学技術に関する専門
的知識を持ちあわせながら、法学的視点に実
務的経験を加えた実学的な視点から行われ
ることを特色とする。 
 
（２）知財高裁の内部的問題 
 そもそも、現在までの運用を見るに、大合
議判決という制度には知財高裁に内在する
問題が顕在化している。たとえば、大合議判
決の事件選択の問題である。 
 大合議は判例統一機能を有しているよう
に見えるが、統一の必要がある論点は何か、
つまりどのような事件を大合議で扱うか、そ
れを誰が判断するのかという点に関しては、
公にはなっていない。 
 たとえば、知財高裁通常部の間で見解が分

かれていた「訂正の確定範囲」に関する論点
は、結局大合議で審理されることはなく、最
高裁判決を経て立法という形で決着が図ら
れた。 
 他方、間接侵害に関する平成 17 年大合議
判決で問題となったいわゆる「間接の間接」
という考えについては、それまでの下級審・
知財高裁通常部はもちろん、学界でも一切触
れられたことのない観点であって、判決当時、
極めて唐突な印象をもって迎えられた。これ
は、議論が熟していない論点に関して大合議
判決が必要なのかという議論を残した。「ｻﾎﾟ
ｰﾄ要件」に関する平成 17年大合議判決や、「補
正」に関する平成 20 年大合議判決にも同じ
ような問題がある。 
 このように、知財高裁通常部で見解が分か
れ、本来判例統一が必要な論点については大
合議が行われず、他方、熟していない論点に
関して大合議が行われているという現実は、
判例統一機構としての知財高裁の立場を自
己否定であり、知財高裁内部にあって、自ら
が判例統一機構なのかどうかについて立場
が明確になっていないことの表れである。 
 
（３）対外的問題 
 このように、知財高裁自身に内在する問題
とは別に、他のガバナンス機関との関係でも
問題が生じている。果たして、知的財産に関
する法的ガバナンスを知財高裁に一元化す
るという志向は、将来性があるのか、という
問題である。 
 我が国においては一般に、法的判断主体、
すなわち法的ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽは一元化が指向されて
おり、通常は司法がそれを担うが、部分的に
は、特許庁や公正取引委員会など行政機関が
実質的なｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを及ぼしている。制度論に
はこれまで、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ主体は司法か行政か、
あるいは市場かというような選択的すなわ
ち一元化を目指した議論は多い。特に知財訴
訟は知財高裁設置の影響もあり、他分野の訴
訟と比べても一元的解決を志向する度合い
が強い。 
 しかし、高度に複雑化した科学技術を扱い、
高い外部性の影響で様々な利害が絡み合う
知的財産訴訟において、一元的な判断で法的
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽが将来にわたって維持できるのだろ
うか？という疑問が近年投げかけられてい
る。 
 たとえば、包袋禁反言（申請者の修士論文
のﾃｰﾏ）に関し、東京地裁・高裁は積極的に
認めて侵害を否定していたのに対して、大阪
地裁・高裁は包袋禁反言の主張に比較的冷淡
であり、対照的な解釈を取っていた。同じよ
うに、医薬品の試験に関する試験研究の例外
（特許法 69 条 1 項）に関し、名古屋地裁・
高裁が東京・大阪とは異なる独自の立場を取
っていた。 
 現在では議論が進み、包袋禁反言は広く受
け入れられ、69条 1項に関しては最高裁判決
で決着が図られた。そこに至るまでには、実



務界および学界で議論が喚起され、裁判所に
おける見解対立の中で議論が熟成されてい
ったという背景が強く影響していた。 
 しかし現在では、集中型の知財高裁の設置、
さらに特許訴訟は地裁ﾚﾍﾞﾙでも東京地裁と
大阪地裁でしか管轄されなくなったため、多
数の裁判所間で判決を通じてなされていた
実質的な議論が乏しくなり、法的安定性が向
上した代償として、法解釈が硬直化し始めて
いる。 
 さらに、高裁レベルで判例を統一したとし
ても、さらに最高裁判決が下された場合、判
例統一は無駄になるのではないかという問
題もある。たとえば、ｲﾝｸｶｰﾄﾘｯｼﾞ事件として
著名な平成 18 年大合議判決は、最高裁判決
によって判示事項を批判されている。 
 このように、内部的および対外的問題を抱
えている知財高裁大合議判決という制度は、
果たして成功が見込める制度なのであろう
か、という疑問が浮かび上がってくるのであ
る。 
 
３．研究の方法 
 すなわち本研究は 2つの側面を持つ。1つ
は、通常部判決および下級審判決に対する知
財高裁大合議判決の影響力を検討して大合
議判決の実質的な意義を調査するとともに、
大合議判決に至っていないが下級審や通常
部で対立している論点を指摘し、なぜ大合議
判決の対象にならないかを検討することで、
大合議判決とはどうあるべきかを究明する
判例研究的な側面である。 
 もう 1 つは、知財高裁を題材として、「法
的ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの一元化論」を批判的見地から再
構成し、裁判所すなわち司法内における判断
一元化の功罪を明らかにするとともに、司法
内部、および司法のほかに立法や行政、市場
やその他の組織を法的ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ主体に多元的
に加えていく可能性について研究するとい
う司法制度論的な側面である。 
 
４．研究成果 
 主要な研究成果は、①プロダクト・バイ・
プロセス・クレイムに関する研究、②職務発
明に関する研究、③特許性に関する実務的な
課題の研究であった。また特徴的な研究とし
て、④特許発明の技術的範囲と要旨認定の関
係に関する現代的変容を研究した。 
 ①に関して、重要な知的財産高等裁判所大
合議判決に関して詳細な研究を行い、論文を
発表した。また日本弁理士会が主催する実務
家向けセミナーにおいて講演（2回）、北海道
大学大学院法学研究科・情報法政策学研究セ
ンター主催の実務家向けサマーセミナーに
おいても講演を行い、研究成果を社会へ還元
した。①については後に最高裁判決が出され
たため引き続き研究を継続している。 
 ②に関して、2004 年改正法に関する最初の
判決が出されたため、それに関連する諸論点
の研究を行ったほか、さらなる法改正である

2015 年法についても学会誌において研究を
発表した。 
 ③に関して、実務家（弁理士、弁護士）が
抱えている課題について共同で研究を行い、
成果を発表した。これも社会還元のために講
演を行い（1回）、さらに1回を予定している。 
 ④に関しては、判例と実務的課題の研究が
多かった中、やや抽象的な課題について問題
提起的な論文を執筆し、自身の問題関心を拡
大するとともに学界へ議論を引き起こすよ
うな研究も心掛けた。 
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